
 

 

 

 

ニュース 

‐法的サービスをすべての方へ‐     第１１号（平成２３年５月９日号） 

ニュース 

住宅リフォームに関する 

トラブルとは？  

住宅リフォームは、建替えよりも

比較的安価であることや、国がエコ

ポイント・減税等で支援をしている

こと等から広がりつつあります。一

方で、５００万円未満のリフォーム

工事には建設業の許可が不要な

ので、悪質業者も参入しやすいこと

や、建築的な事項は専門的である

ため消費者には分かりにくく、新築

住宅と比べて工事の内容が見えに

くいことから、消費者が悪質業者に

よる詐欺の被害に遭ったり、代金ト

ラブルや施工不良等のトラブルに

巻き込まれることも少なくありませ

ん。 

悪質業者による詐欺には、きち

んとした調査を行わず消費者の不

安感を煽り、「耐震補強」と称して必

要のない金具を売る手法等があり

ます。また、代金トラブルには、台

所のリフォームで契約していたとこ

ろ、床をはがすと基礎部分にも問

題があるとして追加費用を請求さ

れたりといったものがあります。 

詐欺被害やトラブルを 

防ぐには？ 

業者に依頼する前に、リフォーム

の目的や必要性、工事内容、現建

物への影響等を検討し、予算の心

積もりをしておくことが大切です。 

悪質業者や建築的知識・技能が

不足している業者もいるため、業者

選びは大変重要です。複数の方か

ら評判を聞いたり、過去に手掛けた

物件を見せてもらったり、きちんとし

た調査に基づくプランになっている

か、担当者がどのような技能を有

するか、消費者からの質問に納得

のいく説明をしてくれるか等を確認

します。契約前であれば、業者を変

更することは容易ですので、契約

書に署名捺印する前に、見積書と

共に、しっかりとその内容を確認し

てください。他にも設計図書に沿っ

ているか、十分な調査に基づいて

いるか、金額や支払方法は適切か

等、注意点は数多くあります。 

契約書や見積書の確認に際し、

ほかの業者の見積をとったり、親し

い人に相談するのも良いでしょう。

また、契約前に第三者の専門家に

相談するのも一つです。悪質業者

による詐欺被害を予防する上でも、

自分だけの判断ですぐに契約せ

ず、ほかの人に相談することは大

切です。 

 

困ったときの相談先 

相談先は、県や市の相談窓口

（消費生活センター等）、弁護士や

建築士等の専門家、また、住宅紛

争処理支援センターが運営する電

話相談「住まいるダイヤル（０５７０

－０１６－１００）」もあります。 

トラブルは一人で悩まず、県や市

の相談窓口、弁護士や建築士等の

専門家に相談してください。広島欠

陥住宅研究会（電話０８２－２２４－

２３４５）は、欠陥住宅被害の救済と

予防のために弁護士や建築士等が

活動している団体で、新築住宅や

住宅リフォームに関するトラブルの

相談に応じています。当事務所の

弁護士も前記研究会に所属し、住

宅リフォームや欠陥住宅の相談に

応じています。    （成廣貴子） 

 

当事務所の本所の弁護士に相談するには、平日の９時～１８時の間に、お電話（０８２－５１１－７７７２）で予約

して下さい。相談日時は、原則として、平日の９時～１７時半、土曜日の１３時～１５時半です。 

当事務所では、尾道支所（TEL０８４８－２１－００４５）と大竹支所（TEL０８２７－５４－１２２２）を開設しており、

支所周辺のご相談も積極的に受け付けていますので、お電話で予約して下さい。 

詳細は、ホームページでご確認下さい。 http://www.hiroshima-mirai.com/ 

所属弁護士：二國則昭、定者吉人、大村真司、紅山綾香、見之越常治、成廣貴子（尾道支所）、滑川和也（大竹支所） 

 

法律プチ★クイズ 

破産した人について、選挙権や

被選挙権が認められなくなるでしょ

うか。正解は次号で発表します。 

前号のクイズの正解ですが、住

宅リフォーム工事について､２００万

円未満の工事であれば、建設業の

許可を受けていない業者でも可能

です。前記記事も参考にしてくださ

い。 

 


